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● 水道事業会計
収
入
収益的 2億 6,828万円
資本的 9,146万円

支
出
収益的 2億 9,490万円
資本的 1億 3,579万円

● 下呂温泉合掌村事業会計
収
入
収益的 2億 7,677万円
資本的 0万円

支
出
収益的 2億 6,288万円
資本的 0万円

● 金山病院事業会計
収
入
収益的 13億 9,265万円
資本的 4,837万円

支
出
収益的 14億 1,294万円
資本的 8,464万円

【企業会計】 額はすべて税込

平成24年度 平成27年度平成26年度平成25年度
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◀左グラフ・市債は市の借金、基金は
市の貯金と言えるものです。基金残高
は、財政調整基金、減債基金、特定目
的基金の合計額です。
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会計別の決算状況

主な財政指数の推移
市債と基金の残高

財政力指数と実質公債費比率
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▲上グラフ・【経常収支比率】財政構造の弾力性（ゆとり）
を判断する指標であり、比率が低いほど弾力性が大きいこと
を示します。一般的に 70 ～ 80％程度が良いとされています。

　◀左グラフ・【財政力指数】１に近いほど財政基盤が強く、財源に余
裕があるものとされています。過去３カ年の平均値で示す指数です。　 
【実質公債費比率】一般財源に対し、借金の返済がどの程度の割合かを示
す指標で、過去３カ年の平均値で表します。18％が水準となっています。

実質公債費比率

H25年度 H26年度 H27年度

（臨財債等含む）

（臨財債等含まない）

H24年度

経常収支比率
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区　分 歳入決算額 歳出決算額
一 般 会 計 209億 6,500万円 201億 4,781万円

特
　
別
　
会
　
計
　
　

国民健康保険（事業勘定） 48億 6,365万円 44億 7,149万円

後期高齢者医療 4億 6,160万円 4億 5,177万円

介護保険（サービス） 1億 8,234万円 1億 8,058万円

介護保険（事業勘定） 35億 9,893万円 34億 1,089万円

簡 易 水 道 9億 8,222万円 9億 4,497万円

下 水 道 23億 1,955万円 22億 6,247万円

国民健康保険（診療施設） 2億 4,636万円 2億 3,498万円

下 呂 財 産 区 328万円 200万円

学 校 給 食 費 1億 5,632万円 1億 5,620万円

小　計 128億 1,425万円 121億 1,535万円

合　計 337億 7,925万円 322億 6,316万円

※収益的支出には現金の支払いが伴わない減価償却費などが含まれるので、収支
が赤字であっても必ずしも現金（資金）が不足しているということではありません。
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合併特例債の発行状況
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実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

下呂市の比率 －
（－）

－
（－）

12.7%
（12.6）

10.1%
（16.6）

早期健全化基準 12.84% 17.84% 25.0% 350.0%

財政再建基準 20.00% 30.00% 35.0% －

下呂市の財政健全化４指標

合併特例債の発行状況 （借入分）

財政再建基準を超えると
レッドカードとなり、財
政再建団体となります。

早期健全化基準を
超えるとイエロー
カードです。

◎各指標について
【実質赤字比率】翌年度へ繰り越す事業の財
源などを差し引いた、一般会計や一般会計に
準ずる会計の赤字が標準財政規模（下呂市の
通常水準の行政サービスを提供するために必
要な一般財源の規模）に占める割合です。（早
期健全化基準 12.84％に対し、赤字がないので
「－」で表しています）
【連結実質赤字比率】下呂市の全ての会計の
赤字や黒字を合計し、連結ベースでの赤字が
標準財政規模に占める割合です。（早期健全
化基準 17.84％に対し、各会計とも赤字がな
いので「－」で表しています。）
※公営企業会計（上下水道・合掌村・病院）
については、資金不足比率を算定し、この
指標に当てはめますが、各会計とも資金不
足はありません。

【実質公債費比率】平成 18年４月に地方債制
度が「許可制度」から「協議制度」に移行し
たことにともない導入された財政指標で、標

準財政規模に対する実質的な借金返済の割合
を示す指標です。（連結決算の考え方が導入
されており、下呂市の全ての会計や一部事務
組合の分まで含めたものです。）指数は平成
25～ 27 年度の３年間の平均値で表します。	
（早期健全化基準 25.0％に対し、下呂市の比率
は 12.7％です）
【将来負担比率】一般会計が将来負担すべ
き実質的な負債の標準財政規模に対する比
率で、これらの負債が将来財政を圧迫す
る可能性の度合いを示す指標です。一般会
計の地方債残高、特別会計などへの繰出
金、職員に対する退職金の支給予定額や
債務保証など、将来市の負担が見込まれる
経費から、充当可能な基金や地方交付税
の算入見込額などを控除して算定します。	
（早期健全化基準 350.0％に対し、下呂市の比率は
10.1％です）	

※（　　）は、前年度の比率

（単位：百万円）

平成 27 年度　指標で見る下呂市の財政状況
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事　業　名 発行額
県営道路改良事業負担金 25.0
環境衛生施設整備事業 5.2
金山中学校屋内運動場大規模改修事業 93.0
あさぎり体育館耐震補強事業 147.0
小学校非構造部材耐震化事業 25.6
中学校非構造部材耐震化事業 25.9

合　　　計 321.7

事　業　名 発行年度 発行額
県営地方特定道路整備事業負担金 H18～H20 38.2
交流センター整備事業 H16～H21 4,088.7
萩原南保育園整備事業 H16～H18 479.4
まちづくり整備事業 H16～H20 951.7
金山市民会館周辺公共施設整備事業 H17～H19 935.5
障がい者福祉施設整備事業 H17・H18 90.1
防災行政無線整備事業 H17・H18 850.7
小坂保育園大規模改修事業 H19・H20 115.4
県営道路改良事業負担金 H21～ H26 123.5
小川２号線道路改良事業 H21～H24 299.2
草地林地一体的利用総合整備事業 H21～H24 94.5
下呂小学校東校舎耐震補強事業 H21・H22 170.0

事　業　名 発行年度 発行額
小坂小学校校舎耐震補強事業 H21 62.6
下呂小学校校舎改築事業 H20～H22 496.2
小学校太陽光発電施設整備事業 H22 38.1
金山小学校耐震補強事業 H22 79.9
下呂中学校東校舎耐震補強事業 H22 60.3
環境施設整備事業 H22・H23・H26 163.8
竹原小学校校舎耐震補強事業 H22・H23 125.8
森 69 号線道路改良事業 H23 137.8
竹原地区保育園整備事業 H23〜H25 513.3
菅田小学校校舎耐震補強事業 H23・H24 71.2
下原小学校校舎耐震補強事業 H23・H25 100.9
宮田小学校屋内運動場耐震補強事業 H23・H25 121.1

事　業　名 発行年度 発行額
竹原小学校屋内運動場改築事業 H23〜H25 395.5
萩原小学校屋内運動場改築事業 H23〜H25 377.3
萩原小学校トイレ改修事業 H24 37.2
北消防署ホース乾燥施設増築等事業 H24 9.0
南消防署耐震改修・ホース乾燥施設増築事業 H24・H25 12.6
萩原小学校プール改修事業 H26 46.7
金山小学校校舎屋上防水改修事業 H26 14.1
萩原南中学校校舎屋上防水改修事業 H26 7.8
金山中学校屋内運動場大規模改修事業 H26 2.2
あさぎり体育館耐震補強事業 H26 4.5

平成 27 年度

平成 26 年度以前 （単位：百万円）

平成２７年度決算報告


